







しによって､ 知事派が結束した点が示される｡ 二つの政治過程の比較を通じて､ 都議会内
における構造的要因に､ 開発と福祉政策を背景とした政治的条件が加わることによって統
治に相違が生じたという点が示されるが､ 注目すべきは､ 知事による政策的調整が政治的











で､ ｢同計画｣ が予定していた事務所需要が､ 構想当時と比較して落ち込んでいたという
理由があったためである｡ この時期､ 都内各地の事務所への入居率は低下して､ 賃料引き
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空室率はゼロであったのに対し､ 90年代に入って上昇し､ 91年には10％にまで伸びた｡ 都
心の区部では40％にまで達するという状況であった｡ このため執行機関は､ 第一定例会の
終了後以降､ ｢臨海計画｣ の再検討に入っていった3)｡ ６月26日に発足した高橋副知事を責
任者とする ｢臨海副都心開発等再検討委員会 (検討委)｣ の設置がそれである4)｡ 以降､ ７
月12日には同委員会の幹事会が (座長 中山企画審議室長 東京フロンティア推進本部長)
設置され､ さらにその下に企画総合部会 (部会長 見山東京フロンティア推進本部調整部
長) や開発スケジュール部会 (部会長 中村港湾局臨海部整備担当部長)､ さらにフロン
ティア部会 (同 米川東京フロンティア推進本部業務推進部長) 等が組織化され､ 執行機
関の見直し作業は本格化していった｡ 一方､ 議会では都議会自民党も､ 自民党内の一部議
員と都議会公明党との連携による ｢同計画｣ 予算案の否決を深刻に受け止め､ 両者と社会
党都議会が主張した ｢臨海計画｣ における住宅問題､ 居住者用住宅の戸数増加と公共住宅
の充実､ そして世界都市博覧会の94年４月開催の延期の作業に入った｡
その後､ ｢同計画｣ の予算案は､ こうした経緯を経て見直されることが決定したため､
｢同計画｣ に対する賛成会派は議会内において多数となり､ ７月11日の第二定例会本会議
で同予算案は可決された｡ 成立と同時に､ 議会内には ｢同計画｣ を審議する特別委員会も
設置され､ 住宅港湾委員会と並行して同計画に対する審議が進められていったのである5)｡




一方､ ｢同計画｣ の見直しを求める声は執行機関や議会以外でも生起した｡ 第三次行革
審 (臨時行政改革推進審議会) の ｢豊かなくらし部会 (細川護熙会長)｣ は､ 91年６月13
日の部会報告の最終案において､ 東京一極集中の是正のため､ ｢臨海計画｣ 見直しを明記
した7)｡ さらに､ 臨海開発問題に関心を寄せていた市民団体等で組織する団体､ ｢どうすべ
きか､ もう一つの湾岸アクション実行委員会｣ も､ 見直しを求めて都議会議員 (自民―山
田宏､ 公明―石井義修) らと見直し行動を起こした｡ こうした動きには自治労都本部の中
心組織である､ 東京自治研究センターも参加し､ ｢臨海計画｣ に異を唱えて､ 一極集中の
是正と環境の重視を主張したのである8)｡





増額して支出しなければならない事態になった9)｡ 第二に､ 景気後退に伴って､ 東京フロ
ンティアへの参加予定数が後退したためである｡ 92年12月16日､ パビリオンへの出展呼び
かけの企業説明会が経団連で行われたが､ 知事､ 平岩外四東京フロンティア協会長の熱心
な勧誘にも拘わらず､ 企業は非積極的であったとされる10) ｡ 参加企業数は当初見込みの半
数にも達しなかったため､ ｢同計画｣ に進出する企業数は確定しなかった｡ 90年８月に行
われた第一次の企業募集では平均競争率６倍という難関であったにも拘わらず､ 計画に齟





また､ 進出企業に貸し付ける都有地の価格引き下げの影響で､ ｢同計画｣ の収支が5,100
億円の赤字になることも判明した｡ ｢同計画｣ を取り巻く環境は､ 悪化の一途を辿ってい
たのである｡ そして93年３月31日､ 土地の賃貸借契約の締め切りを迎えたが､ 進出内定12
企業の内､ 東武鉄道は進出を辞退し､ 東京商工会議所と住友商事と東京玩具製問協同組合
の３社による連合体の契約延期が､ ｢同計画｣ の存続自体を動揺させた｡ 仮に東商を除く
３グループの区画が埋まらなければ､ 30年間で権利金約242億円と借地料1,500億円が減収
となり､ 権利金と借地料で約４兆円にのぼる基盤整備費を賄う ｢新土地利用方式｣ も成立
しなくなる状況であった12) ｡ このため市民団体の ｢臨海部市民アクション実行委員会｣ は
計画中止を訴えて都の対応を批判した｡
また臨海副都心への進出企業は､ 91年11月､ 景気後退などを理由に進出権利金の支払い
延期や借地料負担の軽減等の契約条件の緩和を求めていた13) ｡ このため､ 91年９月の第三
定例会での見直し案をさらに進めて､ 規模の縮小を図れば良かったが､ そうした選択を知
事・執行部は行わなかった｡ しかも､ 知事・執行部は､ 92年６月12日には､ 東京都財産価
格審議会において､ 進出企業に貸し付けする土地の価格を平均20％､ 場所によっては最大
31％引き下げる決定を行って､ 飽くまで計画に実施を念頭に置いたのである14) ｡ これによっ
て減収する事業費収入に対し､ 都は収入と支出の両面で検討する方針を取った｡ 具体的に
は､ 収入確保のため､ 埋め立て事業会計からの借入金と､ 景気後退に対応した長期起債で
不足分を賄い､ 支出については埋め立て事業会計へ支払う ｢臨海計画｣ の土地造成代金の
支払い延期であった15) ｡ こうした対策によっても ｢臨海計画｣ は､ 収支均衡年が2031年度
となり､ 当初の2027年よりさらに４年遅れるという状況であった16) ｡
従って､ 知事・執行部は､ こうして事業が進行中であることを理由に､ 規模縮小のため
の見直しを､ 経費が無駄になるとして拒み続けたのである｡ しかし計画見直しの声は財政
局からも上がり17) ､ 都は遂に93年９月９日､ 規模を縮小することに踏み切った｡ 鈴木知事








ところで､ 財政面でも､ 第３期の87年以降､ 普通会計決算における実質収支比率20) は
1.3､ 1.0､ 0.6と低下し､ 90年にはゼロになった｡ 地方税収の伸び率がマイナスとなった
ことが影響している｡ 89年度には対前年度比で6.8％であった伸び率の地方税も90年度に
はマイナス1.2％となり､ 91年度では若干持ち直した (2.8％) ものの､ 92年度には再びマ
イナスとなった｡ 地方税の中でも法人２税 (法人住民税､ 法人事業税) の地方税に占める
割合が､ 東京都の場合では､ 地方財政計画と比較して高かっただけに､ この落ち込みは影
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響した｡ 89年度には歳入全体の56.6％ (法人２税を含む地方税の割合は78.8％) を占めて
いた法人２税の比率もその後低下し､ 92年度には40.8％ (同様に62.4％) にまでになっ
た21) ｡
しかし､ こうした状況の中で､ 都は90年秋に策定した ｢第三次長期計画 (長計)｣ の､
具体的な取組みを計画した ｢総合実施計画｣ をまとめた｡ そこでは､ 都営住宅の供給を含
めた住宅政策や道路建設､ そして多摩モノレール建設等の交通政策､ さらに高齢者用の住
宅建設等の福祉政策がまとめられていた22) ｡ また ｢臨海計画｣ では､ 90年度に引き続いて





は､ 執行機関の提起した臨海計画の見直し案を認定したのに対し､ 都議会公明党､ 社会党
都議会は､ 見直しを求めた｡ 両党が主張したのは､ 臨海開発に伴う住宅問題であり､ 都議





ことである｡ 住宅マスタープランの策定や住宅基本条例の制定があった24) ｡ 住宅マスター
プランは91年７月策定されたが､ その内容は公的住宅供給数を2000年までに35万戸建設す
るというものであった｡ また住宅基本条例は､ 92年４月に制定されたが､ 住宅政策を法令





ると､ 91年１月１日における土地の公示価格は､ 23区の場合では､ 83年を100として92年
は248.7であった｡ 87年が208.5､ 88年が300.5､ 89年が284.9､ 90年が286.0､ 91年が286.9
であったことからすれば､ 土地の公示価格は依然として高い水準にあった25) ｡ 従って､ 都
が住宅供給数増加対策として民間の活力を利用する方法を取ったのも肯ける｡
具体的には91年度では新たに ｢優良民間賃貸住宅｣ が制度化され､ それ以外では従来の
住宅政策を継続するものであった｡ 各々の供給数は､ 都営住宅が5,388戸､ 公社住宅が712
戸､ 区市町村住宅が438戸､ 都民住宅が1,473戸､ 優良民間賃貸住宅が5,335戸､ そして住
宅賃貸融資住宅が1,899戸であった｡ 特に優良民間賃貸住宅が制度化されて住宅供給数増
加が図られたことは注目されてよい｡ これは､ 建築基準を満たした民間住宅に対し､ 建設
費の利子補給と施設整備の補助を行って､ 民間による住宅建設という方法で供給数増加を
図り､ 同住宅の家賃を一定に保つという方策と､ 一部民間住宅を都が借上げて､ これを公
共住宅として供給するという方策とであった｡
そして92年度には新たに公社住宅として､ 住宅供給公社による ｢利用権設定型ケア住宅｣




を図るという点では効果があった｡ 前年度供給数が712戸に対し､ 1,102戸と増加した｡ さ
らに､ 都営住宅への入居環境の緩和を図る対策も行われた｡ 都営住宅の入居基準に ｢多子
世帯｣ への抽選優遇措置を導入した｡ 入居希望の世帯を高齢者や４人家族等の場合では
｢甲優遇｣ に､ ５人以上や母子､ さらに父子家庭の場合では ｢乙優遇｣ に､ おのおの区分
けして､ 入居抽選倍率を一般抽選のそれとは区別し､ 世帯の入居に配慮したのである｡ こ
うして同措置が導入されたことは､ 多子世帯の入居促進につながった｡
これらの政策を供給数からみると､ 都営住宅の着工戸数が5,161戸､ 区市町村住宅が227
戸､ 都民住宅が2,289戸､ 住宅賃貸融資資金住宅が1,955戸､ そして優良民間賃貸住宅が
12,091戸供給された｡ 新制度の利用権設定型ケア付き住宅は1,000戸の供給であった｡ 知
事は92年の第一定例会での予算案の提案理由の施政方針説明の中で､ ｢これまで以上に都
民福祉向上のため取り組んで参る｡26) ｣ と述べた｡ 供給数の面からも､ それは証明された
形であった｡
続いて93年度をみると､ 第一に住宅環境整備が行われた｡ 具体的には､ 住工混在地区で
の住宅と工場の区分けによる住環境の整備や､ 高齢者居住用住宅向けの設備整備 (手すり
の設置や冷暖房計画) であった｡ 第二は住宅供給数の増加である｡ 92年６月の都市計画法
の制定と建築基準法の改正に伴う用途地域と用途規制の緩和で､ 都心部の住宅と商業業務
施設の立地する地域での中高層階住宅建設が可能になった｡
これらを住宅供給数から見ると､ 都営住宅は5,700戸､ 公社住宅85戸､ 区市町村住宅329
戸､ 都民住宅が3,700戸､ 優良民間賃貸住宅は12,724戸､ そして住宅賃貸融資資金住宅
2,929戸であった｡
さらに94年度の住宅供給数は､ 都営住宅が5,690戸､ 公社住宅が381戸､ 区市町村住宅が
156戸､ 都民住宅が5,982戸､ そして優良民間賃貸住宅が8,063戸であった｡ 第二に､ 住宅
供給公社への工事費の支出増加が図られた｡ 93年度比で2.7％の伸び率であった｡ 87年度
以降93年度までが各年度約１％の伸び率であったことからすると､ この伸び率は第３期､
第４期中では最高であった｡ 第三に､ 小規模住宅用地に対し､ 都市計画税の軽減措置が96
年まで延長された｡
次に95年度の住宅計画を予算面から見ると､ 95年度一般会計予算案の住宅政策は､ 第一
に､ 住宅供給の量と質の両面から対応された｡ 量では､ 都営住宅が17,188戸に､ また都民





と､ 供給数確保のために都心部での建設では､ 他の公共施設との ｢合築｣ が目指されるこ
とになった28) ｡
こうした住宅政策への評価をみると､ 自民党都議会は､ 92年度予算では ｢住宅の建設｣
が8.1％､ ｢福祉と保健対策｣ が6.5％､ 91度年予算に対して伸びた点を評価した29) ｡ また





都議会社会党は､ 全体的には ｢住宅・福祉政策｣ への予算配分が開発予算より重視され
た点で執行機関の予算に対する姿勢に賛成した32) ｡ 94年度予算案を目的別に見た場合､
｢福祉と保健｣ ｢住宅の建設｣ はおのおの6.9％､ 5.6％となって93年度を上回る措置が取ら
れていた｡ 特に ｢福祉と保健｣ は93年度予算案全体の構成比でいっても9.0％となって､
92年度予算案の7.8％､ 93年度予算案の8.2％に比較しても増加していた33) ｡ また95年度予
算案でも､ ｢福祉と保健｣ ｢教育と文化｣ ｢労働と経済｣ と共に ｢住宅建設｣ の予算案全体
に占める割合が5.0％代に上っていたという点を同会派は評価した34) ｡
都議会公明党は､ 鈴木都政第３期から総合的な住宅政策遂行のための法令整備を要望し




ついても93年度予算案で都民住宅に関し､ 都有施設の階上での ｢合築｣ が措置されること
になった｡ このような点で同会派は住宅供給数の点でも住宅諸制度の導入の点でも同政策
を評価した｡
都議会民社党は､ 都民住宅の建設促進36) ､ 福祉住宅対策としての環境変化適応資金の増
額を要望していたが､ この点も92年度予算案以降措置されたので住宅政策を評価した37) ｡















他方､ 歳出の普通会計決算面で見ても､ このことは確認される｡ 歳入は､ 87年度の歳入
を100とすると､ 91年度が157 (６兆8,107億円)､ 92年度が162 (７兆116億円)､ 93年度が
165 (７兆1,378億円) そして94年度が156 (６兆7,625億円) であった｡ 同様に普通会計決
算の目的別歳出をみると､ ｢民生費｣ は91年度 (4,046億円) が142､ 92年度 (4,376億円)
が153､ 93年度 (4,796億円) が157､ そして94年度 (7,202億円) が178となり､ 一方 ｢土
木費｣ は91年度 (１兆368億円) が239､ 92年度 (１兆9,526億円) が256､ 93年度 (２兆
島根県立大学 『総合政策論叢』 第21号 (2011年３月)
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5,816億円) が249､ そして94年度 (２兆2,291億円) が215であった｡ したがってこの状況
は ｢民生費｣ の増加､ ｢土木費｣ の減少傾向を示し ｢民生費｣ がほぼ歳入に応じて充実さ
れていった様子を示している｡
たとえば､ 91年度一般会計当初予算案は前年度比較で6.1％､ 92年度は2.3％､ 93年度は
マイナス3.0％､ 94年度はマイナス2.5％､ そして95年度は2.0％であった｡ これらの予算
案は上述財政状況悪化のなかで都債や財政調整基金や減債基金､ さらに土地開発基金から
取り崩しや借り入れ等によって手当されていた41) ｡ その点からすると､ このような状況下








多数派形成を行う必要があった42) ｡ 第一に知事選挙後の91年５月の臨時議会では､ 副知事
と出納長選任の人事があったからである｡ この時の都議会自民党と都議会民社党の議席数
では過半数に達していなかった｡ 第二に､ 安定的な議会運営には､ 自民党内旧磯村派 (91
年知事選挙で磯村を支持した若手を中心とした議員の集団) が仮に知事提案に反対しても､













動を制約し､ 特別職の人事は同10日､ 原案通り可決された｡ 都議会自民党､ 社会党都議会､
都議会民社党による多数を前に､ 新たな ｢反知事派｣ の台頭は意味をなさなかったのであ
る｡ このため都議会公明党は､ 都議会自民党旧磯村派との連携を強化すべく議会内会派結
成を志向したが､ ｢あすの東京を考える研究会｣ がそれである｡ 同会は ｢都政改革｣ と
｢新しい都政｣ を目標に､ ５月29日結成され､ 都議会公明党 (26人､ 都議会自民党磯村派
８人､ 自由クラブ (磯村派) １人の35人) が主導した｡ 同会は議会内で36人の社会党都議
会に次いだため､ 鈴木都政第４期では､ 都議会自民党､ 社会党都議会､ 都議会民社党の知
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事派と､ ｢あすの東京を考える研究会｣ と､ 共産党都議会の３極になった (ただし､ この
研究会は投票のための会派として成立したわけではなかった)｡





計画｣ 地区への住宅着工戸数増加を主張した｡ 2,000戸を増築して22,000戸 (うち公共住
宅５千戸) を供給するという要請である｡ また都議会公明党の場合は､ 復活前提条件とし
て同地区での公共住宅数と民間住宅数の比率である ｢公民比率｣ の改善を主張した｡ 社会
党都議会は91年７月４日第二定例会の住宅港湾委員会の審議過程において､ 知事の ｢住宅
の２万２千戸建設は基盤整備や財政収支など関連する課題はあるものの､ 十分検討して参
りたい49) ｣ との回答を引き出した｡ この回答は住宅供給数の増加に含みを持たせるもので
あったため､ 本会議における採決で､ 同会派は ｢臨海計画｣ の復活提案に賛成する意向を






世界都市博について ｢平成六年四月の開催は延期することになると考えている50) ｣ と述べ､




以上のような経過で都議会公明党は ｢臨海計画｣ 関連予算復活と ｢臨海計画｣ 見直し問
題に賛成した｡ ｢あすの東京を考える研究会｣ の ｢野党化｣ 路線は､ 知事派の多数の前に
は機能しなかったのである｡
こうした知事発言の背景には､ 93年度の一般会計予算案では ｢バブル経済｣ 崩壊後の景
気を反映して､ 金融､ 証券､ 不動産などの業績の不信で､ 法人税収が落ち込むことが予想
されていたためである｡ 同年度の減収見込み額5,700億円は戦後初めてであり､ 都税総額
では88年度決算額をも下回る水準に低下していた51) ｡ この影響は ｢臨海計画｣ にも及び､
｢臨海計画｣ では､ 同計画への出店企業数も伸び悩み､ 世界都市博事業では財政出動も容
易ではないという状況があった｡ 都は１兆１千億円以上の臨海関連予算を配分していたが､
この巨額の投資は参加企業の地代や権利金で充当し､ 事業開始以降25年で収支を均衡させ
る計画であった｡ しかし､ 景気後退でこの減収になり､ 事業予算が均衡するのが､ 25年は
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こうした中で都議会公明党は､ 会派内に ｢東京主権フォーラム｣ と ｢東京改革フォーラ
ム｣ を発足して ｢臨海計画｣ 見直しに積極的になっていた｡ 都議会自民党と都議会民社党
は景気浮揚のために ｢臨海計画｣ を促進する立場を依然として崩していなかったが､ 社会
党都議会は見直しの姿勢であったからであり､ ｢旧磯村派｣ がこの問題で知事批判を繰り




がその特徴であった｡ 選挙の結果は､ 都議会自民党が44議席､ 都議会公明党が25議席､ 日
本新党が20議席､ 社会党都議会が14議席､ 共産党都議会が13議席､ 民社党都議会が２議席､
その他10議席であった｡ この結果政党配置では知事派が多数を失うことになった｡ このた
め､ 社会党系無所属と諸派 (ネットワークなど) が社会党都議会と都議会民社党とともに､
選挙協力を行っていた関係で知事派を構成し､ 改選前の81議席から66議席に勢力は後退し
たが､ 自民44議席､ 社会19議席､ 民社３議席で３党合わせて過半数 (65) を確保した｡ 結
局､ 都議会公明党の ｢野党化｣ 路線は都議選でも評価されなかった｡ このため同会派はこ
れ以降知事派への接近に傾斜したのである｡
94年第一定例会で焦点になった問題は､ 水道と下水道そして交通､ いわゆる公営３企業
の公共料金改定 (値上げ) 案であった｡ この知事提案は反知事派によって妥協を強いられ
修正された｡ つまり ｢あすの東京を考える研究会｣ の力が発揮された格好であった｡
都の公営企業は独立採算制の原則に基づき､ 経営は大半を料金収入で賄っている｡ もち
ろん水道､ 下水道､ 交通についても例外ではない｡ このためこれらの事業が財政赤字にな
ると不足分は受益者負担となり､ 料金改定が行われるのが通常である｡





また､ 公共交通では､ 94年度一般会計予算案で地下鉄事業225億円､ バス事業で46億円
の赤字が見込まれていた｡ この赤字の解消のために都営地下鉄初乗り運賃の14.1％の値上
















これに対し､ 都議会公明党は､ 過去の公共料金の値上げの事例から､ 料金値上げの時期
を水道､ 下水道では６月､ また交通では７月と予想し､ さらにそこから３ヶ月実施時期を









都議会自民党､ 社会党都議会､ 都議会民社党はこれに反対した56) ｡ 知事派は､ 公営交通
に関する値上げは既述のように､ 水道､ 下水道料金値上げには公共施設 (公衆浴場､ 社会
福祉施) に対する減免措置 (蛇口口径が13ミリ対象者のみ値上げする57) ) での対処がその




知事派は､ 都議会公明党との妥協を探った｡ 採決に当たり､ 自派内に都議会公明党との協
力関係を結んだ勢力がいたため､ 同会派の動揺が生じていたことから都議会自民党は､ 都
議会公明党の提案を飲むことにした｡ 社会党都議会と都議会民社党も同調せざるを得なかっ
た｡ こうして公共料金問題では､ 知事・執行機関も都議会公明党の提案を受け入れ､ 実施
時期は上下水道では９月､ 公共交通では10月になった｡ ｢あすの東京を考える研究会｣ は
影響力を発揮したのである｡
ところで､ 鈴木知事が５選を断念し､ 引退を公式に表明したのは94年12月１日開会され
た第四定例会の所信表明説明においてであった｡ しかしこれより前､ 知事は､ ９月15日の
記者会見で５選問題について記者に聞かれ ｢後継者に内閣官房副長官石原信雄を上げたこ








会派､ 都議会日本新党は中央政党の枠組みを重視して ｢公・日・民・生｣ ４会派で後継知
事候補擁立の会派間構想を開始し始めた60) ｡
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このような中､ 国政レヴェルの旧連立与党７会派の都選出国会議員は11月21日､ ｢東京
都政を語る会｣ を結成した61) ｡ また公明党も11月５､ ６日の党大会で新・新党に参加する









うに93年９月の ｢臨海計画｣ の知事の見直し発言以降議会内各会派の政策的差異は､ 共産
党都議会を除いて過少となっていた｡ さらに住宅問題は鈴木第３期に対し第４期では予算
的調整のため､ 会派間の政策的対立は緩和されていた｡ 従って､ 後継知事擁立に関する政
党会派の枠組みはいずれの会派にも提携の機会を与える可能性があったのである｡
その枠組みは３つ存在した｡ 一つは94年12月８日､ 都議会自民党の主導で結成された
｢都議会知事選連絡協議会62) (都議協)｣ である｡ 構成政党は､ 都議会自民党､ 都議会公明､
都議会日新党､ 社会党都議会､ 都議会民社党､ 都議会新生党､ ユニティの７会派であった｡
この枠組みは91年前回選挙の教訓から､ 政党中央の介入を回避して都議会各派の枠組みで
知事候補者擁立を図ろうとする政党会派連携であった63) ｡ 二つめは､ 11月21日､ 都議会新
生党､ 都議会公明､ 都議会日新党など後に新進党に合流した各党の国会議員から構成され
た ｢東京都政を語る会 (語る会)｣ であった｡ これは国政の新進党の枠組みで知事候補者
を擁立しようとする枠組みである64) ｡ そして連合東京が提唱して11月24日結成された ｢都
知事選挙に関する連合東京・関係政党懇談会 (懇談会)｣ があった｡ 参加政党は都議会自
民党､ 社会党都議会､ 都議会公明､ 都議会日新党､ 都議会民社党､ 都議会新生党､ 都議会
さきがけの７会派である｡ 新進党の結党に併せてこの会派構成は､ 都議会自民党､ 都議会
公明､ 都議会新進党､ 社会党都議会､ 都議会民社クラブ､ ユニティに変わった65) ｡ ｢懇談
会｣ は中央政治とは一線を画する枠組みであった66) ｡ これらからも分かるように､ 次期知
事候補擁立をめぐって主導権を確保しようとする３つの ｢核｣ が中心になって政党の ｢囲
い込み｣ 活動が繰り広げられたのである｡ このため各政党会派は複数の集団に参加が可能
であった｡ しかし､ ５選不出馬表明に先行したこの ｢懇談会｣ は､ 知事の去就が明確では
ない時期での結成であったこと､ 各会派から ｢都議会主導での候補者選び｣ を強調された
ことなどにより､ 具体的候補選考の議論には入れないまま､ 以降12月９日､ 95年１月11日､
と会合は持たれたが実質的機能が発揮されないまま95年１月15日をもって休止した67) ｡
一方､ 二つの枠組みの中で終始政局をリードし影響力を持ったのは都議会自民党の呼び
かけで作られた ｢都議協｣ であった｡ 都議会自民党は､ 政党中央の介入を排除して､ 議会
内知事支持派中心で知事選出枠組みを構築することを目指していた｡ 自民党は､ もちろん
同時並行的に ｢都知事選挙連絡協議会｣ を作ってはいたが､ 知事候補擁立に関しては自民
党都連の意向を尊重し､ 自らの役割を都連の補完機能に限定して､ 都議会知事支持派中心
で進める候補者擁立の ｢後見役｣ 的役割に徹していた｡ つまり候補者選考を都議会自民党
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を中心とした会派に任せ､ 問題発生時にのみ ｢後見役｣ が出て行くことが双方の理解とし
てあったのである68) ｡ この点は91年の知事選とは明らかに異なっていた｡
以降 ｢都議協｣ は､ ２月７日候補者確定を目処に会合を94年12月21日､ 同月28日､ 95年





と､ 双方の交渉に臨み､ 一向に態度を確定しないという状況を生じていたのある69) ｡
しかし自民党のみならず新進党も困惑していた｡ 新進党は同党主導の候補者選考を構想
していたが､ 公明が躊躇していたためである70) ｡ ｢語る会｣ は95年１月８日､ 同会を更に
発展させて､ 都議会公明､ 都議会新進党､ 都議会民社クラブを含めた ｢新進党知事選連絡
協議会｣ を設置して､ 第一定例会の開会日２月７日をめどに主体性を持って候補者選考を
することにした71) ｡ 自民党､ 新進党系の両会派が二極化して候補者擁立の枠組みを模索す
るが､ 都議会新進党､ 都議会公明が双方の枠組みに属し､ しかも明確な態度を提示しなかっ
たために知事候補選考は停滞状態のままで､ ２月７日を迎えた｡
これより先２月２日､ 自民党都連会長粕谷茂は都議会公明幹事長藤井富雄と会談し､ 都
議会公明に具体的に石原信雄を ｢都議協｣ 統一候補として提示した｡ さらに都議会自民党
は一気に候補決定まで持ち込みたいと翌３日都議協の会合を持ったが､ この時は統一候補
擁立を確認したのみで､ 具体的候補者の指名には至らなかった｡ 石原は出馬に意欲を持っ
















るという場面があった｡ 特に都議会公明の反対姿勢は強硬であった｡ 都議会公明､ 都議会
新進党が追求したのは､ 乱脈経営の結果破綻したところに公的資金を注入しなければなら
ない東京都の指導の在り方を問うて､ 監督官庁としての責任を明らかにすることであった｡
通常知事提案は､ 知事派 (自民､ 社会､ 民社) ３会派の賛成多数で成立するが今回は事情
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が違った｡ それは社会党都議会と同一会派を組んでいるネットワーク (５人) が反対を表


















































33％でしかない｡ これは ｢バブル経済｣ 崩壊後の90年代の数値であるが､ 86年度から90年
度までの80年代後半の時期に限定すると､ 東京都の場合は歳入の内平均77.4％が地方税で












ば､ 歳出の削減か歳入の増加策を講じる必要がある｡ 美濃部都政時､ ２度にわたる石油危
機によって歳入低下が起きたため､ 人件費等の民生費の抑制が困難であったため投資的経


































と政策的経費 (二次経費) を前者では９月末に､ 後者では10月末を目処にまとめて第一段

















を選択させたところ､ １位は ｢公園・緑地を充実し､ 水辺環境を生かした景観の良い都市｣
で54.9％､ ２位は ｢多様な住宅を配置し､ 職と住の調和のとれた都市｣ で36.3％であった｡




また88年度の ｢都市の整備に関する世論調査｣88) での ｢臨海部副都心を整備するにあたっ
てどんな機能を充実したらよいと思いますか (一つだけ選択)｣ との質問では､ ｢公園・緑
地を充実し､ 水辺を生かした美しい都市景観｣ が37.1％で第１位であった反面､ ｢未来型
情報産業など先端技術の拠点｣ は16.5％､ ｢情報通信の拠点｣ は9.2％でしかなかった｡
続いて89年都議会選挙前に行われた ｢鈴木都政｣ に対する朝日新聞の世論調査89) におい
て､ 鈴木都政を評価する理由として第１位は ｢行政手腕｣ であった (17％)｡ ２位は ｢福
祉・医療｣ の15％､ ３位が ｢都市再開発｣ の13％で､ 以下 ｢政治姿勢｣ の８％､ ｢環境問
題｣ の７％､ ｢文化育成｣ の５％､ そして第６位が ｢地価・住宅｣ で３％であった｡
また95年調査90) によると､ 東京のウォーターフロントのイメージとしては､ ｢埋め立て
地｣ が50.2％で１位であり､ ｢世界都市博覧会｣ は６位の25.7％でしかなかった｡ またそ
のイメージとしても ｢自然が豊かでのんびりした気分になれる所｣ が第１位で73.0％､
｢臨海計画｣ に対する自由意見でも ｢自然を残した緑地｣ が17.9％で１位を占め､ 以下
｢防災拠点をつくる｣ ｢気楽に安く楽しめる場所｣ ｢住宅を建てる｣ ｢公園をつくる｣ が続き
これらは上位５位であった｡
そして95年４月の知事選挙における朝日新聞調査91) によると､ ｢鈴木都政の継続｣ が17
％であったのに対し ｢非継続｣ は62％で大きく上回っていた｡ ｢世界都市博｣ については






えば､ 鈴木都政に対する評価を聞いた調査をみると､ 知事を評価している点は､ 都市開発














し､ こうした状況は､ 政策の論議の場を非公式の審議会等に求める結果となり､ 議会の審
議が形骸化する傾向を生じがちである94) ｡
鈴木都政の私的諮問機関に当たる ｢懇談会｣ は二期８年間で48機関､ 美濃部都政の二期
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８年間と比較すると後者の場合19機関でしかなかった｡ 例えば､ 都財政の再建に貢献した













と知事派との会議､ いわゆる ｢与党連絡会｣ で予算原案が調整されるようになっていた




ている｡ それが創価学会であることは明らかであるが99) ､ そればかりではなく同会派は特
徴的な支持者像を持っている｡ つまりその支持者に ｢自営業｣､ 被用者の場合では ｢ブルー
カラー｣ という職業的な特徴が見られるということである｡ 自営業では商工サービスより








































なった｡ 福祉政策は ｢対立争点｣ ではなく ｢合意争点｣ となったのである109)｡ 社会福祉の
充実や人件費の抑制といった方策に関する党派的対立は薄らいで行ったのである110)｡ しか
















ていた116)｡ この意味で､ 東京都には ｢はこもの｣ が多数建設されたという点も肯ける｡ 住
宅政策をはじめ､ 地域福祉政策が見直されるのは､ 鈴木知事４選後に提出された総合実施






しないという ｢ジレンマ｣ があったが､ その解消を図って知事派から離脱しても､ 90年代
前半での同会派の ｢野党化｣ 路線の選択による同党の影響力が､ 都議会社会党の知事派へ










その反対の ｢野党性｣ 強調の効果は発揮できていない｡ さらに公明党はその選挙以降93年




挙以降得票変動値を上昇させた｡ しかも自民､ 社会､ 公明党の３者は､ いずれも93年選挙






自民党 社会党 公明党 民社党 共産党
85年と81年の差 0.6 －0.6 0.6 －0.5 －0.5
89年〃85年 〃 －1.4 8.0 －2.1 －0.3 －0.1
93年〃89年 〃 －1.9 －7.6 －1.0 －0.5 －1.2
97年〃93年 〃 －3.4 －5.8 －0.6 － 1.7
自社変動値 自公変動値 社公変動値
85年と81年の差 0.6 0.6 0.6
89年〃85年 〃 1.1 1.8 5.1
93年〃89年 〃 4.8 1.5 4.3




の知事選挙での既成政党や現状 (鈴木都政) に不満の選挙民は､ 青島都政の登場に一定の
役割を提供したように考えられる119)｡
以上のように､ 80年代後期の政策決定は､ 好調な税収を背景に臨海計画の重視､ 住宅政
策の軽視という状況であったため､ 議会内会派の不満を生じさせた｡ しかし､ こうした政
策決定は､ 91年知事選挙でみられたように､ 鈴木知事支持と反対との両勢力とに知事派を




のである｡ しかし､ こうした点は､ 政党の要望を充足させることでは寄与し､ 選挙民の意




本稿は､ 都政に関する既存研究が､ 都政の自律性や国政との相互関係､ さらに国政に対
する対抗性を重視したあまり､ 国政と都政との位置関係論に留まり､ 都政の政党政治を十























































1997には12.4％になり､ 社会党も1955－13.8％から1997－0.8％ (社民党) に､ 公明党は
1963－6.9％に始まり1985－11.2％を頂点として以降､ 1997－7.5％ にまで低下した｡ 共
産党も1973－12.2％を頂点に 1997－8.6％ に低下している｡ 政党への党派的支持は年を
追うごとに低下し､ 政治的対抗性が低下した様相である127)｡
以上のように都政を取り巻く90年代中葉以降の政治環境が､ 90年代前半期を継続したこ
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